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Inelasticbehaviorofaschoolbuildingwasinvestigatedunderaltematinghorizontalforces・

Abuildingwithaparalleltwoplaneframe，３－Stories，and2-bayswasselectedforthetest・

Thehorizontalforceswerealtematelyappliedonthesecondandtopfloｏｒｓｏｆｔｈｅｆｒａｍｅ・

Theultimatestrengthandtheinelastichorizontalload-displacementcurveoftheframewere

calculatedandtheexperimentalresultswerecomparedwiththem・

Theexperimentalobservationsandthediscussionsaresummarizedasfollows：

l）Whentherelativehorizontaldisplacementreachedh／100（ｈ＝storyheight）inthefirststory，

themaximumhorizontalloadwasobserved・Ａｎｄａｗｉｎｄｏｗｐａｎｅｗａｓｂｒｏｋｅｎｉｎｔｈｅｆｉrststory、

2）Theconcreteblockwall，whichtendstobeneglectedinthestructuralcalculation，affectsthe

strengthandcrackpattｅｍｓｏｆｔｈｅｃｏｌｕｍｎｗｉｔｈｉｔ、

3）Thehorizontalultimatestrengthofaframewithweak-columnsandstrong-beamscanbeesti‐

ｍａｔｅｄｂｙｓｕｍｍｉｎｇｕｐｔｈｅｓｍａｌｌｅｒｏｆｔｈevaluesforeitherbendingorshearingultimateloadscar‐

ryingcapacityofacolumn、

4）ＴｈｅcalculatedinelasticcurvebasedonSuganosmethodfairlywellagreeswiththeenvelope
ofthehorizontalload-displacementcurvesobtainedfromthetests．

１．序

1968年の十勝沖地震で数多くの学校建築が大きな被

害を受けた')。その主因は雑壁（構造計算時に無視さ

れがちな腰壁．たれ壁など）付の柱がじん性の乏しい

短柱としての変形性状を呈したためであろうと推論さ

れ2)3)，これを教訓に日本建築学会「鉄筋コンクリー

ト構造計算規準・同解説（1971)」４）（以下ＲＣ規準

と略称する）は部材のじん性を確保する方向に改定さ

れた。

学校建築物は災害時に被災者の収容施設となること

が予定されており，他の一般建築物よりも高い耐震安

全性が要求されている。しかし，地震被害例')5)が示

すように旧規準に基づいて建設された校舎の耐震安全

性は社会的要請を満たしているかどうか疑わしい。

地震で被害を受けた建物は，地震に耐えられなかっ

たことを実証してはいるが，骨組の剛性がどのように

低下し，破壊に至ったかについての資料は残していな

い。ＲＣ造部材や骨組が地震時荷重を受けるときの終

局耐力や破壊に至る変形性状を把握する目的で，多く

のモデル実験がおこなわれている6)。モデル解析や実
験で得られた知見と実在建築物の性状との対応を検討

することは，工学的に有意義なことである。しかし実

在建築物を利用しての水平加力実験をおこなう機会が

少ないため，モデル実験等で得られた知見と地震荷重
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ＲＣ造・地上３階建の研究棟で，南九州で広く産出

されるシラス・軽砂．および軽石を細・粗骨材に用い

ている。また基礎は./:ｅ＝7t/㎡（長期地耐力）で設計

されている。

に相当する水平力を受ける実在建築物の１性状との比較

をおこなった研究は少ない7)~12)。

筆者らは，このたびＫ大学の研究棟を利用して準

静的水平加力破壊実験を行う機会を得た。この研究棟

は特殊な細・粗骨材（南九州で広く産出されるシラ

ス．軽砂．軽石）を用いた鉄筋軽量コンクリート造で

あるが，昭和30年代に建設された南九州の学校建築に

はこの軽量コンクリートを使用したものが多い。また，

鉄筋コンクリート部材の終局耐力，スケルトンカーブ

等に関する既往の諸提案式は普通コンクリートを用い

た実験結果に基づいており，鉄筋軽量コンクリート造

への適用性に関する検討はほとんどなされていない。

従って，鉄筋コンクリート造建築物全般からみれば，

実験建築物は特殊な建築物ではあるが，この種の鉄筋

軽量コンクリート造建築物の耐力低下域を含む荷重一

変形関係を調べ，既往の研究結果との比較を行ってお

くことは社会的・工学的に有意義なことである。

既往の実在建築物に関する破壊実験では，すべて’

構面架構を試験体として用い，構面外変形が生じない

よう実験上の工夫を行ったうえで静的破壊実験あるい

は静的破壊実験と振動実験とを組合せた実験を行って

いる。

骨組を構成する各部材の塑性変形が進行すると，各

部材の剛性が低下し，場合によっては耐力低下を伴う。

材料特性や断面寸法の不均一性がＲＣ造部材の塑性

変形性状に大きく影響するために，最大耐力が現われ

るまでの範囲ではねじれ変形が小さい架構・加力条件

であっても，大変形域では骨組全体のねじれ変形が大

きくなる可能性がある。

本実験は実在建築物の構面内変形性状を得ることを

主目的としているが，塑性変形の進行に伴って生ずる

ねじれ変形も得られるように，ＲＣ造床板で一体化さ

れている平行な２つの平面架構を試験体とし，平面

架構に平行な静的水平力を二構面の中心線上に加える

よう計画した。

本論文では実験結果について検討を行った上で，終

局耐力，およびスケルトンカーブに関して実験結果と

既往の研究結果との比較を行い，既往の諸強度推定式

（終局強度，剛性低下率等）の実在建物への適用性を

検討している。
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ｅ：偏心距離

実験建物の１階平面図および断面図をそれぞれ図

－１および図－２に示す。図－１中，黒塗の壁は軽量

ＲＣ造である。図－２に示すように，けた行方向の梁

はＲ階を除き中間にスラブを有する壁ばりで，はり

芯と柱芯とは１８～２０cm偏心している。

９．０，

戸

1ｍｉｎ口、：
２．実験

２．１建物概要および試験体

実験に使用した建物は，昭和34年に竣工された軽量
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量（0.2％）より少なく，１階柱のけた行方向は0.065

％，梁間方向は０．１２％である。

柱のじん性を支配する要因の１つである開口部高

さｈｏと柱せいり（本実験では短辺）との比ｈｏ/Ｄの

値は全て５．３８（但し，仕上を含む断面での値）であ

る。但し，Ｎ８柱については，ブロック壁の頂部から

はり伏図を図－３に示す。同図に示す位置で２～Ｒ

階のはりおよびスラブを切断し，３層２スパンの２

つの平面架構を試験体とした。切断部を含む試験体の

南・北立面を図－４(a)(b)に示す。図－４(b)からわかる

ように，Ｎ通り（北面）には通用口があり，Ｎ通り

と８通りの交点の柱（以下柱名は通り名の交点で呼

ぶ，たとえばＮ８柱）には厚さ１５cｍ（仕上を含む）

のブロック壁が付設されている。この建物の窓等の開

口部は木製サッシュで窓台および中鴨居の断面は約

50×2５（､､）である。

仕上は屋内側がモルタル下地プラスター塗，屋外側

がモルタル下地リシン吹付である。

柱，はり，およびスラブの寸法は下地モルタルを含

む寸法とＲＣ部のみの寸法とを測定した。設計図書

に基づく配筋詳細図を図－５(a)(b)に示し，設計図書お

よび実測寸法に基づく柱，はり断面リストを表－１に

示す。同表からわかるように，柱のフープ量（ｐ"）

が現行の日本建築学会・ＲＣ規準に示される最低必要
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表－３材料の機械的性質等
表－１断面リスト（単位：ｍ､）
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吸水率（ｏ／ｗｔ）
空げき率（o／ｖユ）

圧縮強度（ｋg／ｃｍ‘）

ロー附｢'1111隅Ｄ＝断面せい

Ｐｔ＝“／ｂＤ（仕上含む）

“＝引張鉄筋断面猿

ｐｗ＝せん断補強筋比（＝。w／ｂ工：仕上倉）

〔1Ｗ＝一組のあばら筋又は帯筋の断面積

工＝あばら筋又は帝筋の間隔

２階はり下端までを開口部高さｈｏとすると，

hO/Ｄ＝2.70である。
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４－１９１
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含仕上

主筋

ｐｔ（影）

~ア－ー７

６５０×３７０

６９５×４２６

２．３加力方法および測定方法

本実験では鉛直荷重は固定荷重のみである。水平加

力装置の概要を図－６に，その詳細を図－７に示す。

図－７からわかるように，加力装置は床上面に設置し

ている。このため，水平力の作用線は床スラブ中心から

上方へ17.5cm偏心している。図－６，７中の補強材は床

スラブの曲げ抵抗力およびはりのねじれ抵抗力の不足を

補うためのもので，補強材（Ｈ-150×150×7×10）と加

力台（Ｈ-200×200×８×12）とは溶接接合されてお

６９．７

１５．０

３．７

１２．’

(％） 物理的性質

真比重２．３６～２．４５

吸水率（ｏ／ｗｔ）３６．８～３９．１
空げき率（o／ｖユ）６４．２～６７．１

圧縮強度（ｋg／ｃｍ‘）４１．２～１１２．０

鹿児島県古江産，粒径５～２５mｍ

”

＠２５０

０－０７３pｗ（影）

２．２材料の'性質

本建物に使用された粗骨材と同一産地の軽石の外見

を写真－１に，その組成成分および物理的性質'3)を表

－２に示す。非試験体部分より実験終了後採取した鉄

表－２カルデラ系軽石の性質'3’

稚灘鍔轄鶴蕊鐸…き………穂……輪舞蓉錐f農蛭鐘……義鑑識識蕊蝿蟻議鍵韓錨蝿惑灘懲群瀞惑さ…

写真－１軽石の外形

蝿
斯
識

筋の機械的性質を表－３に示す。同表中，鉄筋の降伏

点強度等は公称断面積を用いて求め，コンクリートの

単位容積重量は文献１４)から引用した。
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l階層間水平変位
（ｏｌｎ１淫 台加刀台

２吟

:w柵ｌ
蝋』側１
図－８載荷プロ

写真－２加力装置

３.’荷重一変位関係および観察結果

各階の層せん断カー居間変位（Ｑ－△）関係を図一

９(a)～(c)に示す。水平変位はＮ通りとＳ通りの平均

変位で，横軸に付した眉間変形角（△/h）は各階の階

高（図－４(a)参照）を用いて得られる値である。図一

９(a)中，履歴ループに付した数値は測定点番号で，黒

丸印は各測定点である。また同図には実験中に観察さ

れた主な事柄を記入している。

１階柱の初亀裂（曲げ亀裂）は，測定点妬2,へ向う

載荷時に，Ｓ通りの柱およびＮ８柱に発生し，測定

点妬36へ向う時に，Ｎ７，Ｎ９両柱にも発生した。初斜

'’-－'＝＝亭-21L
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3．実験結果およびその検討

ク

’’｜’｜’…

図－７加力装置詳細

り，両者ともＰＣ鋼棒（22’）を用いて床に固定さ

れている。

反力部（1～６通りの非試験体部分）の加力装置の

両端には油圧ジャッキ（容量５０トン，ストローク１５

cm）が取り付けられている。試験体側端部の油圧ジャ

ッキは正加力用で，他端の油圧ジャッキは負加力用で

ある。負加力用の油圧ジャッキによる水平力はＰＣ

鋼棒（4-241）を介して試験体に伝えられる。

大変形域に至る正負加力が容易にできるように，正

加力用の油圧ジャッキ先端のロードセルと試験体部の

加力装置の間に間隔調整用ネジを挿入している。

図－６に示す水平加力装置を２階およびＲ階（写

真－２参照）に設置し，正負の水平力を試験体に加え

た。２階とＲ階に加える水平力の比率は１：１とし，

ｌ３６０ｃｍＩ１５０１ｈ５０１３６０１－３６Ｐｃｍｌ

③⑦６０＠⑤④

図－６加力装置の概要

陸n-La皿
⑤

ＰＣ施紳１２－２４や）

１''1‘雨ＭＨＩ１－】５０島１５０異７竃』I」

ｈ

Ⅱ

瀞挙i北iii裟驚蝉
帯ｉｒｍ『4

呂胸12

グラノ

卜Yｌ
初期の段階では荷重制御，最大耐力以後は図－６に示

す中央の変位計による水平変位を参考にしつつ，正方

向にのみ一定荷重（約0.7Qmax：Ｑｍａｘは正側最大耐

力）振幅で変位制御加力をおこなった。１階の居間変

位で表わした載荷プログラムは図－８に示す通りであ

る。同図中，妬は測定点番号である。水平荷重は各油

圧ジャッキの先端に取り付けたロードセルにより検出

した。各階の水平変位は，Ｎ，Ｓ通りとも図－４(a)，

(b)中に示す＄印の位置（床スラブ中心）に最小目盛

が１ｍｍの鋼尺を貼付し，地上に設置したトランシッ

トを用いて鋼尺の目盛を読み取ることにより測定した。

Ｒ階の構面外変位も水平変位と同様の方法で測定し

た。試験体の２階床レベルでのねじれ変形は図－６

に示す両側の変位計により測定した。

亀裂の観察は目視によりおこなった。既存亀裂（加

力前から存在する亀裂）と加力によって生じる亀裂と

の区別ができるように，既存亀裂には前もってマーク

を入れておいた。
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ん断力一層間水平変位関係
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鹿児島大学工学部研究報告

め亀裂（せん断亀裂）は測定点妬67のときＮ８柱に音

を伴って発生した。Ｎ７，Ｎ９両柱には，測定点〃１１７

へ向う載荷過程で斜め亀裂が発生し，最大耐力時には

全ての柱に斜めあるいは縦亀裂が認められた（図－１０

参照)。施錠した状態の１階の窓ガラスは測定点〃

164および220（層間変形角で約0.01rad.）で破損し

た。

図－９(a)からわかるように，変位振幅が±ｈ/200

以下の範囲ではループ形状は紡錘形に近く，±ｈ/１００

３．２亀裂状況

２階，３階の柱および各階のはりには亀裂はほとん

ど生じなかった。１階柱の亀裂の様子を図－１０および

写真－３(a)，（b)に示す。図-10は展開図であるが，各

３面のうち中央部が外面で屋内側は省いている。柱高

さの中間部に示すI鰯印は窓の中鴨居，上下端部に示

す圃印はブロック壁（Ｎ８柱のみ）およびはりで，

図 ９(ａ

図－９(c）３階層せん断力一層間水平変位関係

以上では逆Ｓ字形である。最大耐力時のｌ階層間変

形角は正負とも約０．００８rad､で，最大耐力は正加力

時８７．６トン，負加力時６９．６トンである。本試験体の

１階柱脚での柱軸力の総和は１９１トンであるので，負

側最大耐力時のベースシヤー係数は０．３６となる。

正負の最大耐力の絶対値が１８トン異なっている。

この主因として，Ｎ８柱に付設されているブロック壁

が柱の変形を拘束すること，および拘束の度合が正・

負加力時で異なることが挙げられよう。すなわち，正

加力時（図－４(b)で水平力は右方向へ加える）には，

ブロック壁が柱の曲げ圧縮側に位置し柱の変形を拘束

する。負加力時には，ブロック壁は曲げ引張側に位置

するため柱の変形に対する拘束効果が小さい。この拘

束効果を確認する目的で片側ブロック壁付柱の実験を

行った。この実験結果は付録に示している。

Ｆ
Ｕ
ｊ
別
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陀
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〃

】【

図－９(b）２階層せん断力一層間水平変位関係
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図－１０亀裂状況

図－１１第１層のねじれ角一水平変位関係
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写真－３(b）Ｎ通り柱の最終亀裂状況

函印の部分はコンクリートの剥離あるいは圧壊が生

じた箇所である。

初亀裂時近傍，最大耐力時近傍，および耐力低下域

での亀裂の特徴を以下に記す。

初亀裂時近傍：初亀裂はいずれも柱材軸に垂直な亀

裂である。

最大耐力時近傍：Ｓ通りの柱（Ｓ７，Ｓ８，Ｓ９柱）

では柱材軸に垂直な亀裂の数が増し，材軸に平行な亀

裂も発生している。Ｎ通りの柱（Ｎ７，Ｎ８，Ｎ９柱）

では材軸に垂直な亀裂の数がｓ通りの柱に比べ少な

く，柱材端部と中鴨居位置を結ぶ斜め亀裂が各柱に発

生している。但しＮ９柱の斜め亀裂はコンクリートの

充てん不良（材料分離）に起因する亀裂である。

耐力低下域：亀裂の数が増すとともに，最大耐力時

に存在していた亀裂の長さおよび幅が増し，コンク

リートの剥離あるいは曲げによる柱脚部のコンクリー

トの圧壊が随所に生じた。
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写真－３(a）Ｓ９柱の亀裂状況
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ルでのねじれ角βで，横軸は１階の層間水平変位△

である。βおよび△は同図中に示す方向を正として

おり，△が正の領域が正加力時，負の領域が負加力

時である。

正加力時において，最大耐力以前（測定点/１５''7よ

り前）ではβの符号は正であるが，測定点〃68以降

βの値が減少している。これは，Ｎ８柱に亀裂が生ず

るまでの範囲ではブロック壁がＮ通りの柱の変形を

拘束しその剛性を高めているが，Ｎ８柱に斜め亀裂が

発生した後はＮ８柱の剛性が著しく低下し，測定点/１６：

１１７以降ではＮ通りの剛性はＳ通りの剛性よりも小

さくなったことを意味している。

正加力時に比べると負加力時のねじれ変形βの絶

対値は小さく，最大耐力（負側の最大耐力は測定点〃

139のとき）以後もその変動が小さい。これは，負加

力時にはＮ８柱に付設されているブロック壁が柱の曲

げ引張側に位置するため，正加力時に比べると柱の変

形に対するブロック壁の拘束効果が小さいことを意味

している。

４．既往の提案式に基づくスケルトンカーブ

と実験曲線との比較・検討

建築構造物の耐震安全性を検討する際，上部構造物

に限れば，（i)骨組の剛性，（１）終局耐力，および(iii)じん

性が主要な資料となる。ここでは骨組の終局耐力，お

よびスケルトンカーブについて既往の提案式により算

定される値と実験結果との比較・検討をおこなう。な

お，ＲＣ部材のひび割れ発生形式・破壊形式は，曲げ

形，せん断形，および付着形に大別されるが，本実験

では試験体の主筋量が小ない，また使用鉄筋は全て丸

鋼であるという理由により，付着形の場合については

検討の対象外とする。

４．１仮定

解析に用いた仮定を以下に記す。

１．部材の断面寸法には下地モルタル厚をも含め，

下地モルタルの機械的性質は軽量コンクリートと同一

とする。

２°はりの剛性は無限大とする（本試験体では，剛

域を無視すると，２階はりの剛度：１階柱の剛度＝１８

：ｌ)。

３．部材のスケルトンカーブは，図－１２に示すよう

Ｑ

Ｑｍａｘ

Ｑｕ

Qｃ

ＢＱｐ≦、in｛＆Ｑｕ(A），扇Ｑロ（B)｝の場合

；‐へ－

＃〃~、、
ＢＱｐ≧､in｛oQu(A），sQu(B）｝の場合

i6max／6ｐ＝2.5

６ｃ仇６max６

図－１２部材のスケルトンカーブの仮定

な４本の折線で近似する。

４°部材の弾性変形は，曲げ変形６ｂとせん断変形

＆の和とする6h，６sは次式による。

恥=器川=器
ここに，ｈ＝可撲部材長

ＥＣ＝コンクリートのヤング係数

Ｇｃ＝コンクリートのせん断弾性係数

ＡＣ＝ｂ･Ｄ

ＩＣ＝ｂ･Ｄ３/ｌ２

ｂ，Ｄ＝部材断面の幅およびせい

ｘ＝形状係数（＝1.2）

５・ひび割れ強度Ｑｃは，曲げひび割れ強度Ｑ脇ぐ，

せん断ひび割強度Ｑｓｃのうち小さい方とする。

Q‘値=21ＭＦ･Z唐十N･Z"/Acl/h鴫!……Il-oI
QsC＝(1＋００/150)'0.085ACC(500＋Ｆｃ）

／〔(Ｍ/Qd)＋1.7〕lbjl6)……（ｌ－ｂｌ

ここに，Ｆｃ＝コンクリートの圧縮強度

Ｚｅ＝鉄筋を考慮した断面係数

Ｎ＝軸力

ＣＯ＝Ｎ/ｂＤ

ｋｃ＝断面寸法による補正係数4）

Ｍ/Ｑ＝強度算定断面における曲げモーメ

ントＭとせん断力Ｑとの比

ｄ＝断面の有効せい

』＝7./８

６．曲げ終局強度ＢＱｕは（２－ａ），（２－ｂ）式

で与えられ，せん断終局強度ｓＱｕは（３－ａ），（３

－ｂ）式のうち小さい方で与えられる。

BQu＝21js･ａｔ･ぴ,＋0.5ND〔１－Ｎ/(bDFc)〕|/h'7）

（0.4ｂＤＦｃ≧Ｎ≧O)…（２－ａ）

ＢＱｕ＝21js･ａｔ･ｏｙ＋0.5jsN|/h'7）

（0＞Ｎ≧Nmin)…（２－ｂ）



ぴ◎：平均軸方向応力度

ＢＱＵ：（２－a)、（２－b)式に基づく水平耐力

ＳＱＵ(A）ＳＱＵ（B）：それぞれ（３－a)、（３－b）式に基づく水平耐

性’）：（）内は、ブロック壁を無視した堀合の針算値

7７三谷・久徳・徳広：「鉄筋軽量コンクリート造学校建築物の水平加力破壊実験」

ただし，直交壁（Ｓ９柱に付設）では部材内法高さと

する。

１２．柱の軸力は，固定荷重による軸力と最大耐力

時の水平荷重による転倒モーメントから求めた変動軸

力との和とする。

１３・既存亀裂およびはりと柱の偏心接合の影響は

無視する。なお，数値計算に際しては直交壁の断面寸

法には実測値ｂ×Ｄ＝671×2３（単位ｃ皿）を，（２－

ａ），（２－ｂ）式中のｊｓ，および（３－ａ），（３－

ｂ）式中のｄの値は実測値の平均（柱ではjs＝23.1

cm，。＝34.9ｃｍ，直交壁ではｊｓ＝12.4ｃｍ，。＝17.7

cm）を用い，（ｌ－ｂ)，（４）および（５－ａ)，（５

－ｂ）式中のＭ/Ｑ(＝α)はｈ/２とする。

ｓＱｕ(Ａ)＝BQsu＋0.1obbjl8）……（３－ａ）

ｓＱｕ(Ｂ)＝(0.9＋ぴ0/250)BQsu18）……（３－ｂ）
ここに，

風Q鋤='0Ｊ器:甥菩｡'+27凧lbj1，’
………(4)

図－１３各部材のスケルトンカーブ，および
累加による骨組のスケルトンカーブ

（正加力時）

ｊｓ＝引張・圧縮鉄筋重心間距離

Nmin＝中心引張時終局強度＝－αｇｏｙ

ａ､＝引張主筋断面積

αg＝柱主筋全断面積

。y＝鉄筋の降伏点強度

ノtu＝断面寸法による補正係数4）

ノtp＝P‘による補正係数4）

ｐ,＝at/(ｂＤ)×100

ｐ"＝せん断補強筋比

owy＝せん断補強筋の降伏点強度

７．最大耐力Ｑｍａｘは，BQu≦minlsQu(A)，＄Qu(B)｝

の場合はQmax＝1.1ＢＱｕとし，BQu≧minlsQu(A），

sQu(B)|の場合はQmax＝minlsQu(A)，$Qu(B)|とする。

また，図-12に示すama×と６．との比は文献20)に従

い２．５とする。

８．降伏時の剛性と弾性曲げ剛性との比αシは次式

による。

４．２計算結果と実験結果との比較・検討

本試験体では第１層が崩壊を起したので，１階部の

各部材の強度およびスケルトンカーブを前節の仮定を

用いて求めた。その計算結果を表－４，および図－１３

表－４ひび割れ強度，曲げ終局強度および

せん断終局強度（単位：to､）

６０

αy＝(0.043＋1.65,Ｐｔ＋0.043α/Ｄ＋0.33り0)(d/Ｄ)24）

（α/Ｄ＝2～5)…（５－ａ）

αy＝(-0.083＋0.159α/Ｄ＋0.16917b)(｡/Ｄ)22'）

（α/Ｄ＝1～2)…（５－ｂ）

ここに，〃＝ヤング係数比（＝30.35）

α＝Ｍ/Ｑ

770＝ｏｂ/Ｆｃ

９°最大耐力後の負勾配を示す係数

方s"＝〔１－(Q/Qmax)〕/(ﾉα－ﾉumax）（ここに，〃＝塑性率，

"max＝最大耐力時の塑性率）は文献20)に従い，せん

断引張破壊の場合ハCs鰹＝0.11,曲げ破壊の場合

ﾉts煙＝0.05とする。本試験体の柱破壊モードは破壊状

況から判断して，Ｎ７柱，Ｎ８柱はせん断引張破壊，

他の柱は曲げ破壊とした。

１０．ブロック壁（Ｎ８柱に付設）を考慮する場合は，

別途おこなった実験結果（付録参照）に基づいて，正

加力時には剛とし，負加力時には無視する。

１１．柱の可携部材長ｈは，開口部高さｈｏとする。

Ｑ(↑ｏｎ）

８０

４０

2０

０

職名 Ｓ７ Ｓ８ Ｓ９ Ｎ７ Ｎ８
1）

Ｎ９ 直交壁

ぴ０

(ｋgﾉも■2）

正
一
負

－５．０５

２０．９３

１０．０４
１７．８９

－８．０９

－５．７７

2０．２１

９．２３
1７．１６

－８．８２

２．６８

Ｑｃ
正
一
負

３．５７

1０．１９

７．４１

９．４１

２．７９

３．３８

1０．０１

１４．３５

（７．２１）

９．２３

２．６１

９．４７

BＱＵ
正
一
負

３．９

1７．３

１２．３

１６．１

Ｚ ３

３．５

１７

２３．６

（１１．９）

１５．７

２ ０

６．８

sＱ Ｕ
(Ａ）

正
一
負

1８．２

２４．４

２１．８

２３

１７

３

１

１８

2４

０

２

３１．５

（２１．６）

２３

１６

２

９

1８．９

sＱ Ｕ

(Ｂ）

正
一
負

１７．１

1９．１

１８．２

１７

1６

４

９

１７

１９

０

０

２７．４

（１８．２）

１７

１６

４

９

１５．２
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に実線で示す。ブロック壁が付設されているＮ８柱に

ついては，ブロック壁を考慮した場合と無視した場合

とについて求め，ブロック壁を無視した場合の値を同

表の（）内に示している。表－４から分かるように，

全ての柱はBQu＜ｓＱｕとなり，耐力算定上の破壊形式

は全て曲げ破壊となる。しかし，実際の破壊形式は

N７，Ｎ８，Ｎ９ではせん断破壊であった（特にＮ７柱

の正方向ではBQoは$Ｑ』の約１/５の値である)。し

たがって，曲げ強度とせん断強度との大小関係から破

壊形式を単純には推定できないといえよう。

骨組のスケルトンカーブは，各部材のスケルトン

カーブの累加により求めた。その結果を図－９(a)に実

線で示し，最大耐力に関しての実験値と計算値との比

較を表－５に示す。本解析では鉛直荷重による転倒

モーメント（付加モーメント）を考慮していないので，

参考のために２階以上の全重量が２階スラブ中央に

集約しているとして，鉛直荷重による付加モーメント

を考慮した場合の曲線を求めた。その結果を図－９(a）

に破線で示した。

Ａ･骨組の最大耐力

表－５および図－９(a)に示すスケルトンカーブから

わかるように，正加力に対してはブロック壁を剛とし，

負加力に対しては無視した場合（仮定１０｡）の計算最

大耐力は，正負方向とも実験値とよく対応している。

正方向において，ブロック壁からの拘束のために特

にもろい破壊を生じた柱（Ｎ８柱）があるにもかかわ

らず実験で得た最大耐力と計算最大耐力との差異が少

ない原因としては，ｌ)骨組全体としてじん性に富む部

材が多い（文献22）により各部材の種別を判定すると

Ｎ８柱はＦＢ，他の柱は全てＦＡとなり，構造物全体

としてはＦＡである）こと，２)軸力の再分配により

せん断破壊柱が負担していた軸力の一部が隣接柱へ流

れ，隣接柱の曲げ・せん断耐力が増加する。この結果，

表－５骨組の実験最大耐力と.計算最大耐力との

比較（単位：to､）

加力方向 実験値 計算値 実験値／計算値

正方向 ８７．６ ８６．２ １．０１６

８５．５ 0．８１４

負方向 ６９．６

(７４．６） (0.933）

注：表中（）内の値は、ブロック壁を無視
した場合の計算値

構造体全体としては，せん断破壊柱の耐力低下の一部

が補なわれること，が挙げられよう。

また，本実験では，正側と負側の最大耐力に１８ト

ンの差が生じている。この主因はブロック壁の柱への

拘束効果が加力方向によって異なることを前述したが，

補足実験，既往の実験結果，および耐力計算結果に基

づいて，その根拠を列記すると次の通りである。

１）補足実験により，片側にブロック壁を有する柱

では加力方向により最大耐力が異なる。

２）ブロック壁の拘束を考慮して求めた正負最大耐

力の差が実験最大耐の差とほぼ対応する。

３）両側に対称な形状の壁を持つ柱では，せん断破

壊する場合でも正負最大耐力の差異は少ない23)。

４）本試験体において，ブロック壁のＮ８柱への拘

束効果が正負両方向で同一とし，軸力の影響を考慮し

て正負最大耐力を求めると正側で８６．２トン，負側で

85.5トンとなり正負最大耐力の加力方向による影響

はほとんどない。

Ｂ・骨組のスケルトンカーブ

最大耐力点以前では，図－９(a)からわかるように，

正負方向とも最大耐力前の計算剛性がかなり高く，特

に正方向の初期剛性に関してその傾向が著しい。この

ように正方向で高い剛性を示した原因は，解析上の仮

定で，（i)はりの剛性を無限大としたこと（仮定２｡)，

(1)ブロック壁を正加力方向において剛としたこと（仮

定１０｡)，（iii)はり●柱接合パネル部を完全に剛とした

こと（仮定１１｡)，および(Ⅳ)試験体の既存亀裂，はり

と柱の偏心接合による影響を無視したこと（仮定

13°）が挙げられよう。

最大耐力以後の解析スケルトンカーブは，最大耐力

が現われたサイクルおよび定荷重振幅で数回繰り返し

た後に負勾配が現われたサイクルにおける実験挙動

（耐力低下の様子）をよく評価していることが図－９

(a)よりわかる。本解析ではせん断亀裂が顕著であった

Ｎ８柱についても図-13に示すように直線的に耐力低

下が生ずると仮定したが，一般にせん断補強量が少な

いＲＣ造部材のせん断破壊は急激な耐力低下を伴う2)。

従って，負勾配が現われていない範囲（定荷重振幅載

荷の範囲）の実験スケルトンカーブは，解析曲線と本

実験の各サイクルの最大荷重点（測定点服164,202,

242,263の荷重点）の間にあると考えるのが妥当であ

ろう。

以上の事から，急激な耐力低下を伴う部材を含む骨
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組に対しては修正（急激な耐力低下を表現できる部材

復元力特性を用いる）が必要であるが，前節に示した

仮定を用いて求めた解析スケルトンカーブは初期剛性

については高めの値を示すが全体として実在構造物の

最大耐力前，および耐力後の実際の破壊挙動（実験に

よる荷重一変形曲線のスケルトンカーブ）をよく評価

しうると言えよう。

５．結論

実物学校建築の一部を試験体とし，これに準静的繰

返し水平力を加え崩壊に至る水平荷重一変位関係を求

めた。

また，終局耐力，およびスケルトンカーブについて

既往の提案式より得られる値と実験結果との比較・検

討をおこなった。

試験体の主な特徴は下記のとおりである。

（i）シラス・軽砂・軽石を用いた鉄筋軽量コンク

リート造である。

（１）柱のせん断補強筋比は0.065％で現行規準の規

定0.2％以上に比べてかなり小さい。

（iii）はりは１８～２０cm偏心して柱に接合されている

（偏心量／柱幅＝0.41～0.46)。

（|v）鉛直荷重は固定荷重のみである。

（V）水平加力方向の２構面のうち，１構面の１部

にブロック壁が設けられている。

（Ⅵ）既存亀裂を有する。

従って，本試験体は一般の学校建築の状況とは異な

る点（上記(i)，(1)，（iv)）があるが，本実験の条件の範

囲で以下の結論を得た。

１．既往のＲＣ部材の諸強度推定式（（ｌ－ａ）～

(4))，降伏時の剛性と弾性曲げ剛性との比αｙに関す

る菅野博士の提案式（（５－ａ），（５－ｂ））および耐

力低下域における剛性に関する千葉らの提案式を用い

て得られたスケルトンカーブは実験挙動をよく説明で

きる。

２．ブロック壁が圧縮筋違として柱の変形を拘束す

る方向に骨組が水平力を受ける場合，剛性ならびに終

局耐力におよぼすブロック壁の影響は大きい。また，

部材の破壊形式はブロック壁の存在を無視した場合と

は異なる場合が生ずる。

３．構造物内での柱の破壊形式はせん断終局強度と

曲げ終局強度との大小から単純に推定することはでき

ない。

４°終局強度は，仕上モルタルを含む断面での計算

値が実験値とよく合う。
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付録：片側にブロック造腰壁が付設されたＲＣ造柱

の実験

１．はじめに

片側にブロック壁が付設されたＲＣ造柱に関し，

剛性および耐力に及ぼすブロック壁の影響が加力方向

によって異なることを確認する目的で実験を行った。

２．実験概要

試験体の形状および寸法を付図－１に示す。この試

験体形状は，加力点から柱脚までの距離ｈと柱せい

りとの比ｈ/Ｄ，ブロック壁の形状，および壁厚比

t/ｂ（ブロック壁の実質の厚さｔと柱幅ｂとの比）

が本論文中のＮ８柱とほぼ相似形となるように計画し

た。

この試験体の柱部分は文献23)で使用した試験体

ＣＯＯのはりおよび柱頭部の亀裂存在部分を研り取り，

モルタルで補修を行ったものである。なお，柱脚部は

補修を行っていない。

ブロック壁の壁筋の定着は，柱および基礎に打込ん

だアンカーに壁筋を溶接することにより得た。なお，

アンカーの引抜き試験を実験に先立って行い，アン

カーの引抜き耐力が壁筋の引張強度よりも大きいこと

を確認した。

加力は，正負交番繰返し加力である。変位の測定は，
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加力点位置で行った。

材料の機械的性質を付表－１に示す。

付表－１材料の機械的性質

柱コンクリート２３）

庄縮強度
(ｋｑ／ｃｍ２）

1８７

鉄筋

６‘

Ｄ１３

引張強度
(ｋｑ／ｃｍ２）

1８．９

降伏点強度
(ｋｑ／ｃｍ２）

２６０９

３４４９

柱モルタル

圧縮強度（kq/cm2）

引張強度(k9/cm2）
コンクリートプロ

圧縮強度(k9/cm2）

目地モルタル

圧縮強度(k9/cm2）

ヤン

(xlO５
ｸﾞ係数

kq/c、２

１．３８

引張強度

(ｋｑ／ｃｍ２）

３６４１

５３３４

２５５

ポアソン比

０．１７

ヤング係数

(xlO6k9/cm21

１．７６

１．９７

１９．１

ソク

5７．７

94.2（正味断面）

1５４

白

３ ．実験結果

付図－２にブロック壁付設前の柱および片側ブロッ

ク壁付柱の荷重一変位関係を示す。同図中，実線はブ

ロック壁付設前の柱を，一点鎖線は片側ブロック壁付

柱を表わしている。同図より，片側ブロック壁付設に

よる耐力上昇は正加力時に顕著であること，片側ブロ

ック壁付設柱の正加力方向耐力は負加力方向耐力の約

3倍であることがわかる。

付図－３には荷重一変位曲線の第１サイクル目の

拡大図を示す。実験資料に基づく正負弾性剛性として

同図中の破線を採用すると，片側ブロック壁付設によ

､ＩーＥｌＪ

付図 ２荷重一変位(加力点変位)関係

ﾉャ

付図－３荷重一変位関係の第１サイクル目の拡大図

る剛性の増加は正加力時に顕著であること，片側ブロ

ック壁付設柱の正加力方向剛性は負加力方向剛性の約

３倍であることが同図よりわかる。

ブロック壁付設による耐力上昇，剛性増加は柱断面

とブロック壁断面の割合等が関係するので定性的な事

しか言えないが，この実験により片側にブロック壁が

付設された柱では，剛性および耐力が加力方向により

著しく異なることが確認できた。


